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貸 借 対 照 表

資 金 収 支 計 算 書

事業活動収支計算書
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財 産 目 録

事 業 報 告 書

監 査 報 告 書



別添1－1－1

予　　算 決　　算 差　　異

646,410,000 648,736,664 △ 2,326,664

8,520,000 7,240,600 1,279,400

0 0 0

37,030,000 37,597,587 △ 567,587

国 庫 補 助 金 収 入 （ 37,000,000 ） （ 37,555,000 ） △ 555,000

県 補 助 金 収 入 （ 0 ） （ 0 ） 0

市 町 村 補 助 金 収 入 （ 30,000 ） （ 42,587 ） △ 12,587

0 0 0

900,000 1,238,788 △ 338,788

100,000 86,002 13,998

6,511,000 6,536,301 △ 25,301

0 0 0

342,440,000 291,894,000 50,546,000

2,897,000 3,954,288 △ 1,057,288

△ 314,326,000 △ 300,096,290 △ 14,229,710

687,735,000 810,801,765

1,418,217,000 1,507,989,705 △ 89,772,705

予　　算 決　　算 差　　異

416,303,000 404,233,488 12,069,512

193,650,000 177,012,086 16,637,914

68,630,000 60,601,916 8,028,084

0 0 0

0 0 0

0 0 0

57,652,000 50,499,429 7,152,571

4,775,000 8,495,022 △ 3,720,022

43,832,000 50,497,997 △ 6,665,997

1,000,000 1,000,000

△ 27,170,000 △ 28,434,298 1,264,298

659,545,000 785,084,065 △ 125,539,065

1,418,217,000 1,507,989,705 △ 89,772,705

手 数 料 収 入

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

資 金 収 入 調 整 勘 定

そ の 他 の 収 入

前 受 金 収 入

借 入 金 等 収 入

資 産 売 却 収 入

補 助 金 収 入

寄 付 金 収 入

支 出 の 部 合 計

次 年 度 繰 越 支 払 資 金

資 金 支 出 調 整 勘 定

予 備 費

そ の 他 の 支 出

資 産 運 用 支 出

設 備 関 係 支 出

施 設 関 係 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

管 理 経 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

人 件 費 支 出

収 入 の 部 合 計

科　　目

令和元年度

　　　資　金　収　支　計　算　書　　　

平成３１年４月　１日から

令和　２年３月３１日まで

支　出　の　部

（単位：円）

収　入　の　部

科　　目

雑 収 入

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入
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（単位　　円）

金　　　　　額

学生生徒等納付金収入 648,736,664

手数料収入 7,240,600

経常費等補助金収入 37,597,587

付随事業収入 1,238,788

雑収入 6,536,301

教育活動資金収入計 701,349,940

人件費支出 404,233,488

教育研究経費支出 177,012,086

管理経費支出 60,601,916

教育活動資金支出計 641,847,490

差引 59,502,450

調整勘定等 △ 25,547,893

教育活動資金収支差額 33,954,557

金　　　　　額

施設設備補助金収入 0

施設整備等活動資金収入計 0

設備関係支出 50,499,429

施設整備等活動資金支出計 50,499,429

差引 △ 50,499,429

調整勘定等 △ 1,480,391

施設整備等活動資金収支差額 △ 51,979,820

小計　（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △ 18,025,263

金　　　　　額

受取利息・配当金収入 86,002

その他の活動資金収入 716,583

その他の活動資金収入計 802,585

退職給与引当特定資産繰入支出 8,495,022

預り金支払支出 0

その他の活動資金支出計 8,495,022

差引 △ 7,692,437

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △ 7,692,437

支払資金の増減額　（小計＋その他の活動資金収支差額） △ 25,717,700

前年度繰越支払資金 810,801,765

翌年度繰越支払資金 785,084,065

科　　　　　目

支
出

収
入

支
出

収
入

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　　　目

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

令和　２年３月３１日まで

平成３１年４月　１日から

　　　活動区分資金収支計算書　　　

令和元年度

科　　　　　目
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（単位：円）

予　　算 決　　算 差　　異

646,410,000 648,736,664 △ 2,326,664

8,520,000 7,240,600 1,279,400

0 0 0

37,030,000 37,597,587 △ 567,587

国 庫 補 助 金 ( 37,000,000 ) ( 37,555,000 ) ( △ 555,000 )

県 補 助 金 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

市 町 村 補 助 金 ( 30,000 ) ( 42,587 ) ( △ 12,587 )

900,000 1,238,788 △ 338,788

6,511,000 6,536,301 △ 25,301

699,371,000 701,349,940 △ 1,978,940

予　　算 決　　算 差　　異

421,057,000 412,728,510 8,328,490

245,650,000 238,774,262 6,875,738

70,630,000 62,654,208 7,975,792

0 0 0

737,337,000 714,156,980 23,180,020

△ 37,966,000 △ 12,807,040 △ 25,158,960

予　　算 決　　算 差　　異

100,000 86,002 13,998

0 0

100,000 86,002 13,998

予　　算 決　　算 差　　異

0 0 0

0 0 0

0 0 0

100,000 86,002 13,998

経常収支差額 △ 37,866,000 △ 12,721,038 △ 25,144,962

令和元年度

　　　事　業　活　動　収　支　計　算　書　　　

平成３１年４月　１日から

令和　２年３月３１日まで

事
業
活
動
収
入
の
部

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

補 助 金

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

科　　目

事
業
活
動
収
入
の
部

受 取 利 息 ・ 配 当 金

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入

教 育 活 動 外 収 入 計

人 件 費

事
業
活
動
支
出
の
部

科　　目

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 活 動 支 出 計

徴 収 不 能 額 等

管 理 経 費

教 育 研 究 経 費

科　　目

事
業
活
動
支
出
の
部

科　　目

借 入 金 等 利 息

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出

教 育 活 動 外 支 出 計

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

教 育 活 動 外 収 支 差 額
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予　　算 決　　算 差　　異

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

予　　算 決　　算 差　　異

0 14 △ 14

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 14 △ 14

0 △ 14 14

( )

【予備費】 1,000,000 1,000,000

基本金組入前当年度収支差額 △ 38,866,000 △ 12,721,052 △ 26,144,948

基本金組入額合計 △ 42,652,000 △ 39,898,810 △ 2,753,190

当年度収支差額 △ 81,518,000 △ 52,619,862 △ 28,898,138

前年度繰越収支差額 △ 693,810,000 △ 593,659,217 △ 100,150,783

基本金取崩額 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 775,328,000 △ 646,279,079 △ 129,048,921

（参考）
事業活動収入計 699,471,000 701,435,942 △ 1,964,942

事業活動支出計 738,337,000 714,156,994 24,180,006

特 別 収 入 計

資 産 売 却 差 額

科　　目

特
別
収
支

特 別 収 支 差 額

事
業
活
動
支
出
の
部

科　　目

資 産 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

特 別 支 出 計

事
業
活
動
収
入
の
部

そ の 他 の 特 別 収 入
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（単位：円）

科　　目 本年度末 前年度末 増　　減

固　定　資　産 ( 1,675,605,942 ) ( 1,680,425,973 ) ( △ 4,820,031 )

　有形固定資産 ( 1,398,935,906 ) ( 1,412,250,959 ) ( △ 13,315,053 )

　　土地 562,455,400 562,455,400 0

　　建物 709,964,070 752,460,389 △ 42,496,319

　　構築物 152,250 274,050 △ 121,800

　　教育研究用機器備品 66,294,161 37,717,751 28,576,410

　　管理用機器備品 3,283,281 4,217,379 △ 934,098

　　図書 56,786,742 55,125,988 1,660,754

　　車両 2 2 0

　特定資産 ( 218,271,436 ) ( 209,776,414 ) ( 8,495,022 )

　　退職給与引当特定預金 118,271,436 109,776,414 8,495,022

　　奨学基金引当資産 100,000,000 100,000,000 0

　その他の固定資産 ( 58,398,600 ) ( 58,398,600 ) ( 0 )

　　電話加入権 498,600 498,600 0

　　保証金 57,900,000 57,900,000 0

流　動　資　産 ( 791,356,861 ) ( 816,121,590 ) ( △ 24,764,729 )

　　現金預金 785,084,065 810,801,765 △ 25,717,700

　　未収入金 4,157,396 3,237,705 919,691

　　前払金 2,115,400 2,082,120 33,280

　　立替金 0 0 0

資　産　の　部　合　計 2,466,962,803 2,496,547,563 △ 29,584,760

科　　目 本年度末 前年度末 増　　減

固　定　負　債 ( 118,271,436 ) ( 109,776,414 ) ( 8,495,022 )

　　退職給与引当金 118,271,436 109,776,414 8,495,022

　　長期未払金 0 0 0

流　動　負　債 ( 322,584,438 ) ( 347,943,168 ) ( △ 25,358,730 )

　　未払金 26,352,178 48,382,597 △ 22,030,419

　　前受金 291,894,000 295,938,894 △ 4,044,894

　　預り金 4,338,260 3,621,677 716,583

負　債　の　部　合　計 440,855,874 457,719,582 △ 16,863,708

令和元年度

貸　借　対　照　表

（令和２年３月３１日現在）

資　産　の　部

負　債　の　部
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純　資　産　の　部

科　　目 本年度末 前年度末 増　　減

基本金 ( 2,672,386,008 ) ( 2,632,487,198 ) ( 39,898,810 )

　　第1号基本金 2,614,386,008 2,574,487,198 39,898,810

　　第4号基本金 58,000,000 58,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 646,279,079 ) ( △ 593,659,217 ) ( △ 52,619,862 )

　　翌年度繰越収支差額 △ 646,279,079 △ 593,659,217 △ 52,619,862

純資産の部合計 ( 2,026,106,929 ) ( 2,038,827,981 ) ( △ 12,721,052 )

負債及び純資産のの部合計 ( 2,466,962,803 ) ( 2,496,547,563 ) ( △ 29,584,760 )

【注記】

1．重要な会計方針

　（1）引当金の計上基準

　　徴収不能引当金・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　退職給与引当金・・・退職金の支給に備えるため、期末要支給額149,385,600円を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の

　　　　　　　　　　　　　　　累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の100%を計上している。

　（2）その他の重要な会計方針

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法・・・預り金に係る収入は相殺して表示している。

　　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法・・・補助活動に係る収支は総額で表示している。

2.重要な会計方針の変更等

　　該当なし

3.減価償却額の累計額の合計額 1，157，151，502円

4.徴収不能引当金の合計額 該当なし

5.担保に供されている資産の種類及び額 該当なし

6.翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 該当なし

7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資産を有していない場合のその旨と対策

　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他の財産及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　①平成21年4月1日意向に開始したリース取引

　　　　＜リース物件の種類＞　　　＜リース料総額＞　　　＜未経過リース料期末残高＞

　　　　　教育研究要機器美品　　　　2,785,860円　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

　　　　　その他の機器備品　　　　　　1,250,640円　　　　　　　　　　　　　　192,888円

　　　②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　　　　該当なし
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１．資　産　総　額 金 円
内　訳 （１）　基　本　財　産 金 円

（２）　運　用　財　産 金 円

２．負　債　総　額 金 円

３．正　味　財　産 金 円

（１）基　本　財　産 円

ア　校　地

㎡ 円 新百合ヶ丘校舎

㎡ 円 新百合ヶ丘校舎

㎡ 円

イ　校　舎

㎡ 円

ウ　構築物

円
円

エ　教具及び校具

点 円
点 円
点 円

オ　その他の備品等

点 円
点 円
点 円
点 円

カ　特定目的資産

円
円
円

キ　その他の資産

円
円
円

財　産　目　録
（令和２年３月３１日現在）

学校法人神奈川映像学園

2,466,962,803
1,671,250,542
795,712,261

備　考
校舎敷地 828.31 308,100,000
校舎敷地 550.74 250,000,000

440,855,874

2,026,106,929

1,671,250,542

種　別 面　積 評　価　価　格

備　考

校　舎 3,063.88 ㎡ 223,589,299 円 新百合ヶ丘校舎

計 1,379.05 558,100,000

種　別 面　積 評　価　価　格

計 8,406.34 709,964,070

種　別 評　価　価　格 備　考

校　舎 5,342.46 ㎡ 486,374,771 円 白山校舎

種　類 数　量 評　価　価　格 備　考
教　具 1,064 40,554,016

図書館通路用 152,250 白山校舎
計 152,250

備　考
管理用機器備品 253 3,283,281

校　具 3,347 25,740,145
計 4,411 66,294,161

図　書 12,599 56,786,742
車　両 2 2

種　類 数　量 評　価　価　格

計 12,854 60,070,025

奨学基金引当資産 100,000,000 みずほ銀行新百合ヶ丘支店　定期預金

計 218,271,436

種　類 金　額 備　考

種　類 金　額 備　考
退職給与引当特定資産 118,271,436 りそな銀行新百合ヶ丘支店　定期預金他

計 58,398,600

電話加入権 498,600
保証金 57,900,000 川崎市　白山校舎土地保証料他
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（２）運　用　財　産 円

ア　現預金

円
円
円
円

イ　その他の流動資産

円
円
円

ウ　不動産

円
円

（３）負　債 円

ア　固定負債

円
円

イ　流動負債

円
円
円
円

795,712,261

種　類 金　額 備　考

計 785,084,065

種　類 金　額 備　考
未収入金 4,157,396 私立大学退職金財団　退職給付金　他

現金 126,626
普通預金 78,228,875
定期預金 706,728,564

土地 4,355,400 高萩市（7,259㎡）
計 4,355,400

440,855,874

前払金 2,115,400 綜合警備保障　警備料他
計 6,272,796

種　類 金　額 備　考

計 118,271,436

種　類 金　額 備　考

種　類 金　額 備　考
退職給与引当金 118,271,436 期末要支給額の100％

預り金 4,338,260 源泉所得税、住民税他
計 322,584,438

未払金 26,352,178
前受金 291,894,000 学生生徒納付金（令和元年度分）

日本私立学校振興共済事業団　掛金　他
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令和元年度事業報告書 

 

１．法人の概要 

（１）基本情報 

 ①法人の名称 

  学校法人神奈川映像学園 

 ②主たる事務所の住所、電話番号、ＦＡＸ番号、ホームページアドレス 

  【新百合ヶ丘校舎】 

   神奈川県川崎市麻生区万福寺１－１６－３０ 

   TEL044-951-2511 FAX044-951-2681 

HP ｱﾄﾞﾚｽ www.eiga.ac.jp 

【白山校舎】 

   神奈川県川崎市麻生区白山２－１－１ 

   TEL044-328-9123 FAX044-988-7575 

HP ｱﾄﾞﾚｽ www.eiga.ac.jp 

 

（２）建学の精神 

1975年、今村昌平監督は「横浜放送映画専門学院」を開設した。 

かつては映画人の育成は撮影所が行っていた。しかし撮影所にもうその余裕はなく、映画を志

す若者たちの行き場がなくなっていたのである。 

今村が目指したのは映画人による実践的な映画教育だった。「既成のレールを拒否し、曠野に

向かう勇気ある若者たちよ、来たれ！」という呼びかけに全国の若者たちが集まった。 

その後、横浜から川崎新百合ヶ丘に移り、「日本映画学校」と名を変えても、途切れなく映画

界、芸能界に人材を供給してきた。それ以外の卒業生たちも、ここで学んだ映画的思考を武器

に、他の分野で活躍している。 

映画は伝統芸能ではない。技術革新に対応し社会変化に連動し、時代によってその形を変えて

いくものだ。白黒からカラー、サイレントからトーキー、フィルムからデジタル──それまで

の常識が否定されたとき、映画表現は一気に拡大した。改革を怖れず、新しい技術を駆使し、

人種国境文化の壁を軽々と越え、人間の営み、その愚かさと美しさを描いてきた。 

社会が変われば映画も変わり、映画に必要とされるものも変化していく。激動の世界に対応で

きる才能を育てるため、2011 年春「日本映画学校」は「日本映画大学」に生まれ変わった。 

未来の映画人には、これまで以上に高い技術力と広い教養、世界に通じる見識が求められるだ

ろう。しかし、最も大切なのは自由な精神、未踏の地に踏み込む勇気である。 

これからも我々は、「曠野に向かう勇気ある若者たち」の集まる場所であり続けたい。そう願

っている。 
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（３）学校法人の沿革 

昭和 50(1975)年 4 月 横浜駅前に 2 年制の各種学校【横浜放送映画専門学院】を創立者  

今村昌平が開校 

昭和60(1985)年11月 学校法人神奈川映像学園が設立され、3 年制の専門学校とし、 

名称を【日本映画学校】に改める。神奈川県知事より設置認可。 

昭和 61(1986)年 4 月 川崎市、小田急電鉄、映画会社等の協力により、川崎市の新百合

ヶ丘駅前に新校舎が完成。今村昌平が理事長、学校長に就任して

日本映画学校 映像科・俳優科を開校。 

平成 4(1992)年 4 月 石堂淑朗が学校長に就任。 

平成 8(1996)年 4 月 飯利忠男（佐藤忠男）が学校長に就任。 

平成16(2004)年11月 飯利忠男（佐藤忠男）が理事長に就任。 

平成19(2007)年10月 佐々木正路（佐々木史朗）が理事長に就任。 

平成22(2010)年10月 文部科学省より日本映画大学設置認可。 

平成 23(2011)年 4 月 日本映画大学開学。飯利忠男（佐藤忠男）が学長に就任 

平成 24(2012)年 3 月 日本映画学校 俳優科を廃止。 

平成 25(2013)年 3 月 日本映画学校 映像科を廃止。日本映画学校を廃止。 

平成 29(2017)年 3 月 公益財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価に

おいて、大学評価基準に「適合」と認定 

平成 29(2017)年 4 月 今村大介（天願大介）が学長に就任 

平成 30(2018)年 4 月 富山省吾が理事長に就任 

 

（４）設置する学校、学部、学科の学生数等の状況 

（令和元年 5 月 1 日現在） 

学校名 学部・課程名 学科名 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

日本映画大学 映画学部 映画学科 125 名 130 名 530 名 415 名 

 

（５）収容定員充足率 

（毎年度 5 月 1 日現在） 

学校名 
平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 

日本映画大学 75.7% 66.5% 62.1% 71.4% 78.3% 
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（６）役員の概要 

 

＜理事・監事＞                     （令和 2 年 3 月 31 日現在） 

職 名 氏  名 選  任  条  項 

理事長 富 山 省 吾 私立学校法第 38 条第 1 項第 3 号（その他からの選任） 

理 事 今 村 大 介 私立学校法第 38 条第 1 項第 1 号（学長からの選任） 

理 事 石 坂 健 治 私立学校法第 38 条第 1 項第 2 号（評議員からの選任） 

理 事 北 條 秀 衛 私立学校法第 38 条第 1 項第 2 号（評議員からの選任） 

理 事 福 田 豊 治 私立学校法第 38 条第 1 項第 2 号（評議員からの選任） 

理 事 清 水 等 私立学校法第 38 条第 1 項第 2 号（評議員からの選任） 

理 事 長 野 真 司 私立学校法第 38 条第 1 項第 3 号（その他からの選任） 

理 事 柏 原 寛 司 私立学校法第 38 条第 1 項第 3 号（その他からの選任） 

監 事 堀 米 博 私立学校法第 38 条第 4 項 

監 事 纓 坂 繁 私立学校法第 38 条第 4 項 

 

＜評議員＞                      （令和 2 年 3 月 31 日現在） 

今 村  大 介 安 岡  卓 治 石 坂  健 治 高 橋  世 織 

福 田  豊 治 清 水  等 緒 方  明 大 八 木  勉 

正 岡  裕 之 久 保 田  傑 李 相 日 北 條 秀 衛 

伊 田  若 江 白 井  勇 中 島  眞 一 鴨 志 田 敏 彦 

欠   員 － － － 
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（７）役員・教職員の概要 

（令和元年 5 月 1 日現在） 

役員数 教員数 事務職員数 
教員 ･ 職 員 

合    計 
理事 監事 専任 非常勤 計 専任 非常勤 計 

8 名 2 名 22 名 102 名 124 名 22 名 6 名 28 名 152 名 

 

（８）理事会及び評議員会の運営状況 

（平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日） 

区分 開催年月日 

議  事  内  容 

予算 決算 役員選出 評議員選出 その他 

理事会 令和 1 年 5 月 29 日  ○    

評議員会 令和 1 年 5 月 29 日  ○    

理事会 令和 1 年 11 月 26 日     ○ 

評議員会 令和 1 年 11 月 26 日     ○ 

評議員会 令和 2 年 3 月 30 日 ○  ○ ○ ○ 

理事会 令和 2 年 3 月 30 日 ○  ○ ○ ○ 
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令和元年度事業概要 

 

 日本映画大学 

 【卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）】 

  以下の要件を満たした学生に映画学士を授与します。 

  １）映画制作の技術の実践的な体得 

  ２）映像文化の歴史の理論的な理解 

  ３）社会に貢献するための教養と人格 

  ４）他社とともに問題解決に臨む姿勢 

  ５）所定の卒業必要単位の修得 

 【教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）】 

   以下の科目構成によって、映画制作の技術を実践的に体得し、映像文化の歴史を

理論的に理解し、社会に貢献する教養と人格を身につけた学生を育成します。 

  １）教養科目・・・・・映像文化の歴史を知り、映像を読み解くための基礎的な学

力を身につける 

             同時に、映画にとどまらず広く社会一般を洞察する力を養う 

  ２）基礎科目・・・・・演習を通して映画制作の基礎的な知識と技術を学ぶ 

  ３）専門基礎科目・・・各コースの基礎を学ぶとともに、専門科目で修得する知識

や技術をさらに発展させるための力を身につける 

  ４）専門科目・・・・・各コースに分かれて専門性を究めるとともに、他のコース

と合同で課題に取り組むことでチームワークの重要性を理

解し、コミュニケーション能力の向上を図る 

  ５）４年間の学びの集大成として、卒業制作に取り組む 

    社会との関わりを持つため、成果の公表まで学生の手で行う 

 【入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）】 

以下のような学生を求めています。 

１）美醜や善悪および人間の欲望全般に強い関心を持っている 

２）映画や小説をはじめ芸術・芸能が好きである 

３）他人と協力することができる 
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  （1）当該年度事業の概要及び主な事業の目的・計画 

   ①教育に関する計画 

     1) 建学の精神に基づく教育の実践 

     2) 教育力及び研究力の向上 

     3) 学生生活及び学修支援体制の充実 

     4) 留学生の学生生活及び学習支援体制の充実 

     5) 国際交流の強化 

     6) 学生の就業力向上のための支援の強化 

     7) 地域社会との連携や社会貢献の推進 

 

   ②施設設備に関する計画 

     1) 施設 

        安全性の確保のための補修及び経年による劣化の補修等、施設の管

理・保全を行う。 

     2) 設備等 

        教育環境の向上のため、図書及び教育研究用機器の整備を行う。また、

新百合ヶ丘校舎の校具（各教室の机及び椅子）は、経年劣化があり更新

整備を行う。 

 

③管理運営に関する計画 

   1) 大学運営の改善 

      理事会のリーダーシップによる経営の改善及び大学運営の機能強化

を推進する。 

   2) 大学のガバナンス機能強化 

      釈迦の変化において教員・職員の働き方が問われる中、人事制度の変

更を実行し、教員・職員の意識の改善に向けた取り組みを進める。 

   3) 自己点検・評価 

      自己点検・評価活動に基づくＰＤＣＡサイクルを推進する。 

 

④財政に関する計画 

   1) 予算編成 

      入学者を増加と在学生の退学者・休学者の減少に努め収入の安定を図

る。支出については、必要性を十分精査し支出を極力抑制する。 
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（2）当該計画の進捗状況 

   ①教育に関する計画 

    1）建学の精神に基づく教育の実践 

      学生が主体的、効果的に学ぶことができるように少人数教育を実施し、き

め細やかな指導を行っています。机の上で学ぶだけではなく、グループでの

映画制作やフィールドワークを通して自ら問題を見つけ出し、さまざまな角

度から問題解決のための思考を重ね何度も議論をする。こうした主体的な試

行錯誤を通して、思いを人に伝えること、他者を理解すること、人とは何か

を共有することを学びます。高い意識と自主性が求められる活動の中で、映

画力が育まれます。 

2）教育力及び研究力の向上 

学生の主体的な学びを促すために、講義科目にもグループ発表やディスカ

ッションを取り入れ、双方向的な授業を行っています。また、多角的な視点

を鍛え、思考を深めるために、異なる専門をもつ教員同士のコラボレーショ

ン授業やオムニバス授業を複数設けています。創作と研究の融合を促すため

に、創作系と理論系の教員が相互に乗り入れ、協力して授業を構築する試み

に力を入れています。また、ＦＤ（Faculty Development）委員会を中心に

教育方法の検証と改善に取り組んでいます。 

出版・研究推進委員会の支援のもと、研究活動の活性化に取り組んでいま

す。 

3）学生生活及び学修支援体制の充実 

      教職員が学生の相談に応じ、アドバイスをする体制を整えています。特に

１年生にはクラス担任制度を設けて、１年間を通じて担任の教員がサポート

します。また、学修意欲にあふれる学生をサポートするため、経済的な不安

を抱えることなく勉学に励めるよう様々な奨学金制度を設け、学生生活をサ

ポートしています。 

4）留学生の学生生活及び学修支援体制の充実 

  留学生の受け入れを積極的に行っています。国際交流センター内の留学生

支援部門において、生活、修学、語学力の向上等の支援を行い、留学生支援

体制の強化・充実を行っています。 

5）国際交流の強化 

アジアや世界の映画界、映画研究を結び付けるコミュニティの構築を目指

しています。韓国国立芸術綜合学校とは本年度も引き続き、学生同士が共同

で短編映画を制作する交流を行っています。 

6）学生の就業力向上のための支援の強化 

大学の教育プログラムの中で、将来に直結する知識や技術、思考力を養う

ことに力を入れています。映画や映像についての専門的な科目に加えて、キ

ャリア関連科目をカリキュラム内に設置し、段階的に職業についての意識を

高めていきます。キャリアセンターでは、課外のワークショップや説明会、
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個別面談などを実施して、就職活動をサポートしています。 

7）地域社会との連携や社会貢献の推進 

「映像のまち・かわさき」推進フォーラムと連携し、さまざまな映像関連

活動を中心に、参加者のネットワークの形成や、映像教育・人材育成の取り

組みを支援するとともに、川崎の魅力を効果的に発信することで、まちの魅

力を高め、映像文化の振興、映像産業の発展に加え、次世代の映像文化を担

うこども達の育成に貢献しています。また、川崎市市民ミュージアムや川崎

市アートセンターと協力関係を結び地域の芸術環境の向上に貢献していま

す。白山まちづくり協議会とは包括協定を締結し、相互の綿密な連携により、

地域社会の発展にも貢献しています。 

 

②施設設備に関する計画 

1）施設 

  新百合ヶ丘校舎の排水管清掃、給水設備等の補修、白山校舎の空調設備等

補修を実施し、施設の管理・保全に努めました。今後も両校舎における経年

劣化の補修は継続して実施いたします。 

2）設備等 

  教育研究用機器備品の整備については、資産計上分４千８５６万円整備を

しました。図書については、資産計上分１６６万円整備をしました。 

 

③管理運営に関する計画 

1）大学運営の改善 

常勤理事会において、常時の懸案事項等について審議・検討を行い、経営

の改善に努めました。また、監事にも出席いただき意見を聴くこととしてい

ます。大学運営についてはいくつか課題も残されていますが、教授会や部課

長会議等と連携しながら改善を図っていきます。 

    2）大学のガバナンス機能強化 

      人事制度の見直しに向けた取り組みについて検討が行われているが、具体

的な見直しは次年度に持ち越しとなりました。 

    3）自己点検・評価 

      財団法人日本高等教育評価機構が定める評価基準に沿った自己点検評価

書（平成３０年度）作成し、ホームページで公表をしました。 

 

   ④財政に関する計画 

    1）予算編成 

      入学者は前年度から横ばいで推移しています。この状況が継続し収入が安

定するよう努力を続けて参ります。経費等の支出については、縮減に努めま

した。 
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令和元年度 決算の概要 

事業活動収支計算書 

１．教育活動収支について 

【事業活動収入】 

① 学生生徒納付金 

 ●総学生数（令和元年 5月 1日現在）   

      映画学部：４１５人【定員５３０人】 

 ●予算額に対しまして、２３２万円増の６億４千８７３万円となりました。 

 

② 入学検定料 

 ● 受験者数２４０人を見込みましたが、２０８人（延べ人数）となり、予算に対し

て１３０万円減の７０９万円となりました。 

 

③ 補助金収入 

● 予算額３千７０３万円に対しまして、５６万円増の３千７５９万円となりました。

内訳は、経常費補助金（一般補助）が３千４６８万円、経常費補助金（特別補助）

２８６万円です。川崎市からの補助金は４万円です。 

 

④ 付随事業収入 

● 補助活動収入として、教科書等の販売収入４２万円を計上しました。受託事業収

入は、川崎市麻生区より受託した麻生区共催事業「こども映画大学」及び「地域

上映支援大学」を実施し、８１万円を計上しました。 

 

⑤ 雑収入 

● 私立大学退職金財団からの交付金３８７万円計上しました。その他の雑収入は、

科学研究費の間接経費他２１４万円を計上しました。 

 

⑥ 教育活動収入計 

● 予算額６億９千９３７万円に対しまして、１９７万円増の７億１３４万円となり

ました。 
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【事業活動支出】 

① 人件費 

● 予算額４億２千１０５万円に対して８３２万円減の４億１千２７２万円となりま

した。教員人件費は非常勤教員の採用減等により６９９万円の減、職員人件費は新

規採用職員の確保が出来ない等により３４９万円の減でした。 

 

② 教育研究経費 

● 予算に対して６８７万円減の２億３千８７７万円となりました。 

● 主な差異については次の通りです。詳細につきましては「事業活動収支計算書」

をご覧下さい。 

  Ⅰ．消耗品費   ４９５万円の増 ・・・・・予算時、教育機器備品へ配分 

  Ⅱ．実習費    ８１４万円の減 ・・・・・一部未使用 

  Ⅲ．修繕費    ５４７万円の減 ・・・・・一部未使用 

  Ⅳ．奨学費    ３５９万円の減 ・・・・・該当者が少なかったため 

  Ⅴ．委託費    ４０８万円の減 ・・・・・一部未使用 

  Ⅵ．減価償却費  ９７６万円の増 ・・・・・予算時過少計上 

         

③ 管理経費 

● 予算に対して７９７万円減の６千２６５万円となりました。 

● 主な差異については次の通りです。詳細につきましては「事業活動収支計算書」 

をご覧下さい。 

  Ⅰ．通信費   ２４４万円の減 ・・・広報戦略の変更による減及び一部未使用 

  Ⅱ．印刷製本費 ３６５万円の減 ・・・広報戦略の変更による減及び一部未使用 

  Ⅲ．広報費   ３４６万円の減 ・・・広報戦略の変更による減及び一部未使用 

 

④ 教育活動支出計 

 ● 予算額７億３千７３３万円に対しまして、２千３１８万円の減の７億１千４１５

万円となりました。 

 

２．教育活動外収支について 

【事業活動収入】 

① 受取利息・配当金 

●予算額１０万円に対しまして、８万円でした。 
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３．特別収支について 

【事業活動収入】【事業活動支出】 

 ●該当ありません。 

 

４．翌年度繰越収支差額について 

① 予備費 

 ●使用なし 

 

② 基本金組入前当年度収支差額 

 ●予算額▲３千８８６万円に対しまして、▲１千２７２万円となりました。 

 

③ 基本金組入額合計 

 ●予算額▲４千２６５万円に対しまして、▲３千９８９万円となりました。 

 

④ 当年度収支差額 

●当年度収支額につきましては▲８千１５１万円の予算に対し、▲５千２６１万円と

なりました。 

 

⑤ 基本金取崩額 

 ●該当なし。 

 

⑥ 翌年度繰越収支差額 

●以上によりまして翌年度繰越収支差額は、▲６億４千６２７万円となります。 

 

資金収支計算書 

●繰越支払資金について 

  前年度繰越支払資金  ８億１千０８０万円 

  翌年度繰越支払資金  ７億８千５０８万円 

  支払資金の増減額    ▲２千５７２万円 

以上 
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財務の概要
　【過去５年間における財務比率表】

　①貸借対照表関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年度 平成 平成 平成 平成 令和

比率名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 １年度

１固定資産構成比率
固定資産
総資産

69.8 70.0 70.1 67.3 67.9

２有形固定資産
　構成比率

有形固定資産
総資産 59.8 59.6 58.8 56.6 56.7

３特定資産構成比率
特定資産
総資産

7.8 8.1 9.0 8.4 8.8

４流動資産構成比率
流動資産
総資産 30.2 30.0 29.9 32.7 32.1

５固定負債構成比率
固　定　負　債
負債＋純資産

4.1 4.2 5.0 4.4 4.4

６流動負債構成比率
流　動　負　債
負債＋純資産 13.6 12.8 13.1 13.9 13.1

７内部留保資産比率
運用資産－総負債

総資産 37.6 20.6 20.7 22.5 22.8

８運用資産余裕比率
運用資産－外部負債

事業活動支出 119.4 119.3 136.0 136.0 136.8

９純資産構成比率
純　　資　　産
負債＋純資産 82.3 82.9 81.9 81.7 82.1

10繰越収支差額
　構成比率

繰越収支差額
負債＋純資産

△ 17.3 △ 20.6 △ 24.4 △ 23.8 △ 26.2

11固定比率
固定資産
純資産 84.8 84.4 85.6 82.4 82.7

12固定長期適合率
固　　定　　資　　産
純資産＋固定負債 80.8 80.3 80.7 78.2 78.1

13流動比率
流動資産
流動負債 222.5 233.7 228.2 234.6 245.3

14総負債比率
総負債
総資産 17.7 17.1 18.1 18.3 17.9

15負債比率
総負債
純資産 21.5 20.6 22.0 22.5 21.8

16前受金保有率
現金預金
前受金 238.5 262.2 251.2 274.0 269.0

17退職給与引当
　　特定資産保有率

退職給与引当特定資産
退職給与引当金 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

18基本金比率
基　　　本　　　金
基本金要組入額 89.2 99.9 99.9 99.9 100.0

19減価償却比率
減価償却累計額　　　（図書を除く）
減価償却資産取得価額(図書を除く) 49.5 52.7 55.9 58.2 58.0

20積立率
運用資産
要積立額 94.8 86.4 80.9 84.0 78.7

算式

※平成２７年度からの「学校法人会計基準」に基づく貸借対照
表を用いて、表に示された算式により、比率を記載。
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年度 平成 平成 平成 平成 令和

比率名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 １年度

１人件費比率
人　件　費
経常収入

53.8 60.3 64.4 56.2 58.8

２人件費依存率
人　　　件　　　費
学生生徒等納付金

59.7 68.4 69.9 61.5 63.6

４管理経費比率
管理経費
経常収入 10.1 11.5 10.8 9.9 8.9

７基本金組入後収支比
　率

事　 業　 活　 動 　支 　出
事業活動収入－基本金組入額 98.8 109.7 113.6 98.5 108.0

８学生生徒等納付金比
　率

学生生徒等納付金
経常収入 90.2 88.2 92.0 91.3 92.5

９寄附金比率
寄　 付 　金
事業活動収入 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

９経常寄付金比率
教育活動収支の寄付金

経常収入 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10補助金比率
補　 助 　金
事業活動収入 9.2 9.2 6.2 6.4 5.4

10経常補助金比率
教育活動収支の補助金

経常収入 8.4 9.2 6.2 6.4 5.4

11基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入 2.7 1.6 1.1 0.0 5.7

12減価償却額比率
減価償却額
経常支出 9.8 8.9 9.2 8.8 8.9

13経常収支差額比率
経常収支差額
経常収入 3.1 △ 7.9 △ 12.4 1.5 △ 1.8

14教育活動収支差額比
　率

教育活動収支差額
教育活動収入計 3.1 △ 7.9 △ 12.5 1.5 △ 1.8

32.4

0.0

1.5

0.0

34.0

△ 1.8

※平成２７年度からの「学校法人会計基準」に基づく計算書類
を用いて、表に示された算式により、比率を記載。

算式

３教育研究経費比率
教育研究費
経常収入

3.9

0.0

基本金組入前当年度収支差額
事業活動収入

32.9

借入金等利息
経常収入

②事業活動収支計算書関係

37.3

0.0

△ 12.4

５借入金等利息比率

６事業活動収支差額比
　率

36.1

0.0

△ 7.9
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学校法人会計の基礎知識 

 

１．学校法人会計の特徴や企業会計との違い 

 学校法人とは、学校教育法及び私立学校法の定めにより、私立学校の設置を目的に設置

された法人です。学校法人は、設置学校を運営し教育・研究活動を行うことを目的とする

公共性の高い法人であり、営利を目的とする企業とは異なります。 

 企業会計は収益と費用からその経営成績を知ることにありますが、学校法人会計は計算

書類によって財務の面から教育・研究活動が円滑に遂行されたか否かを知ることにありま

す。 

 公共性の高い学校法人が、教育・研究活動を継続して行い永続的に存続していくために

は、財務状況を正確に把握し、健全な経営をしなければなりません。 

 そのため学校法人の会計処理については、私立学校振興助成法において、国または地方

公共団体から補助金の交付を受ける学校法人は「学校法人会計基準」に従い会計処理を行

い、計算書類を作成し、公認会計士または監査法人の監査報告書を添付して所轄庁（文部

科学省）へ届け出なければならないことになっています。学校法人会計基準では、「資金収

支計算書」「活動区分資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の各計算書類

の作成が義務付けられています。 

 

２．学校法人会計の用語解説 

（１）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、当該会計年度（4月 1日～翌年 3月 31日）に行った教育・研究等の

諸活動に対応する全ての収入及び支出の金額と、支払資金（現金及び預貯金）の収入及び

支出の顛末を明らかにするものです。予算の額と決算の額を対比することにより、予算に

応じた資金の流れと実績を知り、次年度に繰り越すべき支払資金の残高を明らかにしてい

ます。 

 この計算書では、収入と支出を全て現金預金で行われたものとみなして表示し、学校法

人がどのような諸活動をどの程度の規模で行ったのか、また、消費収支活動以外の借入金

や施設設備等の支出がどの程度あるかなど活動に対応する全ての収入、支出の把握が可能

となります。さらに、前受金や未収金等の調整勘定によって、諸活動と当年度及び当年度

以外の資金の対応についても把握できるところに特徴があります。 
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（２）活動区分資金収支計算書 

 活動区分資金収支計算書は、企業会計のキャッシュ・フロー計算書に類似する計算書の

役割を担っていますが、区分の基準が異なるために、その内容は異なります。 

 資金収支計算書だけでは、学校法人本来の教育研究活動での収支がどうなっているのか

はわかりません。そこで、活動区分資金収支計算書を作成し、活動ごとの資金の流れを明

らかにしています。 

 活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の決算額を、①教育活動、②施設・設備の

取得・売却その他これらに類する活動、③資金調達その他①・②以外の活動に区分して作

成します。なお、教育活動には、研究活動も含むものと定義されています。 

 

（３）事業活動収支計算書 

 事業活動収支計算書は、当該会計年度の活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出

の内容及び基本金組入後の均衡の状態を明らかにし、これにより経営状況を把握するため

のものです。 

 この計算書は、企業会計の損益計算書に相当すると言われますが、企業会計は、利益の

多寡を明らかにする損益計算を目的としているのに対して、学校会計では、事業活動収入

と事業活動支出の均衡状態を測定するための収支計算を目的としています。 

  

＊基本金組入額：学校法人が計画に基づき、教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的

に保持するための金額であり、授業料など負債性のない収入（帰属収入）

のうちから組入れられます。 

 

（４）貸借対照表 

 年度末の資産、負債、基本金、純資産の残高を表示して、学校法人の財政状態の健全性

を明らかにするものです。 

 企業会計では「資産－負債＝純資産」で、純資産を資本と言いますが、学校会計では「資

産－負債＝正味財産」で資本という概念はありません。正味財産は、基本金と翌年度繰越

収支差額との合計額です。 

 

３．計算書の科目解説 

■主な収入科目 

 学生生徒等納付金収入 

   入学金、授業料、施設設備資金、実習費などの学費です。 

 手数料収入 

   入学検定料や証明書発行手数料などです。
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 補助金収入 

   国や地方公共団体などから交付される補助金などです。 

 付随事業・収益事業収入 

   受託事業収入などです。 

 受取利息・配当金収入 

   第 3号基本金引当特定資産の運用収入、銀行預金利息などです。 

 前受金収入 

   翌年度入学生の学生生徒等納付金を前年度に収受したものなどです。 

 雑収入 

   退職金財団からの交付金などです。 

 

■主な支出科目 

 人件費支出 

   専任教職員の給与、賞与、非常勤講師の給与、アルバイト料などです。 

 教育研究経費支出 

   教育研究活動のために支出する経費です。教員の研究費、教学部門の業務に要する

経費などが含まれます。 

 管理経費支出 

   総務、人事、財務、経理その他これに準ずる法人業務に要する経費です。学生募集

のために要する経費も含まれます。 

 設備関係支出 

   機器備品、図書、車両などです。 

 資産運用支出 

   有価証券購入支出、引当特定資産（預金）への繰入支出などです。 
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１　資金収支予算書

２　事業活動収支予算書

３　事業の概要　　　

令和２年度収支予算書

学校法人神奈川映像学園
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（単位：円）

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

700,950,000 646,410,000 54,540,000

7,500,000 8,520,000 △ 1,020,000

0 0 0

41,030,000 37,030,000 4,000,000

国 庫 補 助 金 収 入 （ 41,000,000 ） （ 37,000,000 ） 4,000,000

県 補 助 金 収 入 （ 0 ） （ 0 ） 0

市 町 村 補 助 金 収 入 （ 30,000 ） （ 30,000 ） 0

0 0 0

1,000,000 900,000 100,000

80,000 100,000 △ 20,000

8,557,000 6,511,000 2,046,000

0 0 0

344,100,000 342,440,000 1,660,000

4,365,000 2,897,000 1,468,000

△ 328,522,000 △ 314,326,000 △ 14,196,000

782,611,000 687,735,000 94,876,000

1,561,671,000 1,418,217,000 143,454,000

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

442,406,000 416,303,000 26,103,000

226,289,000 193,650,000 32,639,000

76,343,000 68,630,000 7,713,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

31,451,000 57,652,000 △ 26,201,000

2,525,000 4,775,000 △ 2,250,000

27,258,000 43,832,000 △ 16,574,000

1,000,000 1,000,000 0

△ 33,852,000 △ 27,170,000 △ 6,682,000

788,251,000 659,545,000 128,706,000

1,561,671,000 1,418,217,000 143,454,000

収 入 の 部 合 計

収　入　の　部

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入

資 産 売 却 収 入

補 助 金 収 入

寄 付 金 収 入

手 数 料 収 入

科目

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

そ の 他 の 収 入

前 受 金 収 入

借 入 金 等 収 入

雑 収 入

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

支 出 の 部 合 計

次 期 繰 越 支 払 資 金

資 金 支 出 調 整 勘 定

予 備 費

そ の 他 の 支 出

資 産 運 用 支 出

令和２年度

　　　資　金　収　支　予　算　書　　　

令和２年４月　１日から

令和３年３月３１日まで

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

設 備 関 係 支 出

施 設 関 係 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

管 理 経 費 支 出

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

支　出　の　部

科目

資 金 収 入 調 整 勘 定
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（単位：円）

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

700,950,000 646,410,000 54,540,000

7,500,000 8,520,000 △ 1,020,000

0 0 0

41,030,000 37,030,000 4,000,000

国 庫 補 助 金 ( 41,000,000 ) ( 37,000,000 ) ( 4,000,000 )

県 補 助 金 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

市 町 村 補 助 金 ( 30,000 ) ( 30,000 ) ( 0 )

1,000,000 900,000 100,000

8,557,000 6,511,000 2,046,000

759,037,000 699,371,000 59,666,000

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

444,830,000 421,057,000 23,773,000

278,289,000 245,650,000 32,639,000

78,343,000 70,630,000 7,713,000

0 0 0

801,462,000 737,337,000 64,125,000

△ 42,425,000 △ 37,966,000 △ 4,459,000

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

80,000 100,000 △ 20,000

0 0 0

80,000 100,000 △ 20,000

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

0 0 0

0 0 0

0 0 0

80,000 100,000 △ 20,000

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 合 計

科目

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金

科目

人 件 費

事
業
活
動
支
出
の
部

教 育 活 動 外 収 入 計

令和２年度

　　　事　業　活　動　収　支　予　算　書　　　

令和２年４月　１日から

令和３年３月３１日まで

科目

事
業
活
動
収
入
の
部教

育
活
動
収
支

教 育 研 究 経 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

手 数 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

付 随 事 業 収 入

事
業
活
動
収
入
の
部

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 活 動 支 出 計

徴 収 不 能 額

管 理 経 費

借 入 金 等 利 息

教育活動外収支差額

教 育 活 動 外 支 出 計

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出

科目事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支
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△ 42,345,000 △ 37,866,000 △ 4,479,000

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

0 0 0

0 0 0

0 0 0

本年度予算額 前年度予算額 増減(△)

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,000,000 1,000,000 0

△ 43,345,000 △ 38,866,000 △ 4,479,000

△ 31,451,000 △ 42,652,000 11,201,000

△ 74,796,000 △ 81,518,000 6,722,000

△ 675,177,000 △ 693,810,000 18,633,000

0 0 0

△ 749,973,000 △ 775,328,000 25,355,000

事業活動収入計 759,117,000 699,471,000 59,646,000

事業活動支出計 802,462,000 738,337,000 64,125,000

（参考）

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

その他の特別収入

資産売却差額

科目

その他の特別支出

特別収支差額

〔予　備　費〕

特別支出計

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

特
別
収
支

経常収支差額

資産処分差額

科目

特別収入計
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令和２年度事業の概要 

【当該年度事業の概要及び主な事業の目的・計画】 

 

Ⅰ．日本映画大学 

①教育研究に関する計画 

 １）建学の精神に基づく教育の実践 

 ２）教育力及び研究力の向上 

 ３）学生生活及び学修支援体制の充実 

 ４）留学生の学生生活及び学修支援体制の充実 

５）学生の就業力向上のための支援の強化 

 ６）地域社会との連携や社会貢献の推進 

 

②施設設備に関する計画 

 １）施設 

安全性の確保のための補修及び経年による劣化の補修等、施設の管理・保全を

行う。 

 ２）設備等 

教育環境の向上のため、教育研究用機器及び図書の整備を行う。 

 

③管理運営に関する計画 

１）入学者の確保 

    公式ホームページのリニューアルや学生募集イベント等の充実を図り、入学者

の確保に努める。 

 ２）自己点検・評価 

    自己点検・評価活動に基づくＰＤＣＡサイクルを推進する。 

  

④財政に関する計画 

 １）予算編成 

 入学者の増加と在学生の退学者・休学者の減少に努め収入の安定を図る。支出

については、必要性を十分精査し支出を極力抑制する。 

 

以上 

 


